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一一権力パラダイムとの接点

議稿ではできるだけ忠実に片岡生産諸関係説

を再構成することに主眼があった。また，議論

は f方法論jに意図的に集中させた。しかし，

片再説は f方法論」にとどまらず， I金業にお
ける所有と支配Jという個別領域に適用されて
いる。講造的支配-権力パラダイムは「企業に

おける所有と支配」という領域を通じて理論化
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されたパラダイムであるから，この領域におけ

る議論によって片詞説との類似性と相違点を析

出させるとわかりやすいと患われる。

以上のことをふまえて，本稿と次稿では，次

のJII霊序で論述していく。

まず， i企業における所有と支配j論におけ

る問題状況を簡単にふり返る G

次に，片詞説による「所有と支配Jの内容を
できるだけ忠実に追跡し， r所有と支記J論の
開題状況をどのように把握しているのか，その

喜j達点、と限界点を指擁する。

そして最後に，筆者が主張する「構造的支配

-権力パラダイムjにおける「所有と支配jの

内容を提示した上で，片関説と構造的支配-権

力パラダイムとの説明力の差・二つの理論の接

点(謎承点と発展させている点〉について述べ

たいと思うむ

1. r所有と支配j論の問題状況
前稿では片罷生産諸関係説が批判的経営学に

おける最高到達点、で為ることを示したが，基本

的には「方法論jに絞り込んだ議論であったむ

片詞が自らの説を具体的に適用しているの詰

「企業における所有と支配jという社会科学の

多くの留別学問分野で， r古くて新しいj議議
が展開され続けている領域である。片同生産誇

関係説は1~別領域にはどのように適用できるの

だろうか。生産諸関係説によって，既存理論で

辻見えなかったどういう点を具体的に説明して

くれるのだろうかc

企業支配論は「所有と支配jと表現されるよ

うに， r所有j状況と「支配j状況との関係に
関する議議であり，基本的には f所有(者) = 

支配(者)Jと考えている。問題になるの辻，

ここでいう f所有jという概念によってどういう
f具体的状況」を指しているのか，であ号，これ

が f所有と支配J論における大論点となっている。
ここでは片関の具体的適用を見る前に， i所
有Ji支配j概念が指示する「具体的状況jを
確定する作業を行い，企業支配論=r所有と支
喜2.J論の問題状況をつかんでおくことにする。

1) 株式会社の制震的特徴

Berle/Meansを持ち出すまでもなく， r所宥
と支配j論は株式会社化した巨大企業を議論の

対象にしており，株式会社fとする以前の個人企
業レベルにおける「所有j状況などは昌明のこ

とであると議論にさえならない。

個人全業レベルの f所有J状況を具体的に考
えると，法律的所有権者=資本家=企業家=起

業家=襲業者=経営者というものである D

そうすると， r房有=支配jとした場合， r法
律的所宥権者jが資本家的側面，金業家的側冨，

記業家的側面，創業者的側面，経営者的傭酉を

すべて併せ持っていることから， r所有(者)
=支配(者)J というのはあまりに当然だとい

うことになる09

すなわち， i所右jを法律的な意味で解釈し
ょうが，実質的な意味で解釈しょうが，問題は

ないわけである。しかし，樟式会社化すると事

靖が変わる。

これには株式会社制度の f制度的特徴」が影
響している合周知のことではあるが，株式会社

制度というのは f間接有課責任jを徹まさせた

会社形態であり，以下のような制度的特徴を持

つD 薙語、しておこう。

合株式制震・有限責任制度

株式とは「社員としての地盤を縮分化した割

合的単位jのことで，人的会社と違って，株式

集有者は f間接・有限責任社員jとして，会社
費権者に対して何らの直接的な責任を負ちず2)，

1) 個人企業レベルの撞方分析などあまりにも当た
り前すぎてする必要はないということで，既存全
業支配論で辻問題にされなかった。しかし，実擦
のところは，個人企業レベルでも権力状況泣護雑
であり，いわゆる f資本家jが慧定されているよ
うに排他的・独占的に権力を行費していることの
方が実は韓関風速的なのである。詳しくは，拙著
f企業支艶議の統一的パラダイム-，講造的支
配J概念の提唱-J文農堂， 2007年，第4章の事
到を参照して欲しい。
2) 人的会社も「会社jではあるため，会社員オ産の
法律的所有権者はいうまでもなく「法人Jである。
しかし，人的会社における f社員」は基本的に辻
f無限責任」を負うことから，事実上会社量権ノ
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出資額を上認として，それ以上の経営責任を負

わない仕組みとなっている。

「株主jという表現は f主人jという言葉の

連想から， i会社の主人jであるというイメー

ジを訪携とさせるし，またそのよう会イメージ

が常識fとしているが，あくまで ishare/ stock-
holder =株式保有者jであり， ibondholder = 

社債権保存者jと同等の表現であるべきだろう凸

株式保存者と杜積権保有者とが実際に探持/

行使する権力が同諮かどうかはある程度判断が

分かれることだろうが， i間接右限責在社員J
であることから言っても，個人企業や入的会社

における「所宥者jと同じ表現をするには，株

式保有者はあまりに禁責任な制度的立場である。

(I)株式自由譲蓑原則

「株式jは証券市場で基本的に自由に譲渡す

ることが認められている車馬のことをいう c 社

会に分散している少額の資金も巻き込んで調達

することを可能にさせるし，いついかなる時でも，

投下した資金を田技できることを意味するから，

巨額の資金が集中することを可能にさせる。

なお，株式保有者は[抹式Jの定義から言っ
ても， i社員としての地在の一部」を売買して

いるだけであり，会社財産を直接処分して換金

しているわけでは当然ない。制震的に f所有が

二重北j しておち 3)，i株価jが基本的には配

当を平均利子率で還元した額であるとすると，

会社財産と司ーではないことがわかる c

金会社機関制夏

「関接Ji有課責f壬Ji自由譲渡」の議底化は，
株式会社における「社員jが直接的に経営を行

わないことの常態化を意味する c そうすると，

f誰が，どういうプロセス・制度を便って，ど
ういう内容の経堂を行うのか」ということが確

実に担保されていなくては資金調達自体が難し

くなる。こうして，考え出されるのが「会社機

¥者に対して f直接責任jを巽うことになり，法人
制度辻議論にならない。

3) 会社慰産に対して法律的所有権を持っているの

は f法人jであり，その「法人j自体を「株式保
存者総体」が構成しているという関採である。

関制夏jなのである。

「会社機関制震jの制度的担保は，あくまで

f法律的所有権者J(ここでは「株式保有者とそ
の総会J)が f経堂者J(ここでいう「取繕
役J)を「選出するJ= r支配 (control)す
るJという髄度的枠組みを設定することで，
f所有者は使用・収益・処分権をすべて統合し

た支配者である」という缶入企業や人的会社と

の整合性を維持しているわけである。

2) r頚有権jの変質
以上の制定的特搬を前提にすると，株式会社

における間接・有課責任社員としての地位保有

者である株式保存者が保持する「所有権Jとい
うのは，人的会社までの「所有権」とは-用語

としては同じではあるが一実質的に意味させて

いる内容がかなり遣うことがわかる。

民法では，護数の入が-11Qlの物を共同で所宥
する場合，三つの形態;i共存J4).i合有J5)， 
f総有J6}を想定している。

会社財産との関係を考えた場合，合名会社社

員は「合有jに梧当し，株式会社社員は「総

有Jに相当する。すなわち. i株式探有Jとい
うのは， i持分の保有jでは決してなく，あく
まで「社員としての地位が結分化された富合的

単位の保有」でしかない，ということで忘る。

株式会社制度を採吊するということは，その

制度的特徴である「間接・有限責任Ji自由譲
渡原則jによって 本来の法律的所有権者で

あった社員(個人企業や人的会社)がその「実

質性Jを失ってしまう可語性が生まれることを
意味するのである九

4) 複数の人が一個の勃の上の所有権を分量的に分割

して右することであり，各共有者は持芳権を有し，

その持分について処分や分普請求が恵則可能である。

5) 共有同様，各人が持分権を有するが，各人の由

体的結合があり，その呂的によって持分の免分や

分割請求が韻限 or禁止されている。

6) 各人は一つの自体を形成し，その団体が物の管

理・延分権限を害し，倍々の構成員拡持分権を持

たず，団体的拘東の下での物の使用・収益権を与

えられるに過ぎない。

7) 実質性を失うと，民法上の規定である「所有ノ
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3) 既存理論にお吋る二つのパラダイム

株式会社制度の普及は資金調達額の巨額を意

味し，経営規模の巨大化を促す一方，会社機関

制度に象徴されるように，株式会社制度は責を

を負う主体が誰もいないので為るから， r誰が，
どういう制度を通じて，経営を宥うかjという

関題が発生する8)ことになるのだった。

こうして，金業における f所有と支配」の問
題が発生するわけであるが9〉，設存企業支罰論

は二つのパラダイムに類型住できる9

① 法パラダイム

株式会社制度が，設律的所存権を変震させ，

その「実質註jの制度的喪失は「所有と支配j

に関しである一つの可能性を生んでしまう。

すなわち，経営規模のE大化に伴って，株式
が分散傾向を示してしまうと，詰律的所有権者

に梧当すると考えられている「株式保存者jが

一定の集団性を消滅させてしまい，会社機関車j

麦が想定している民該上の爵提， r (法害的所有
者に準ずる存在である)株式保有者が，会社機

関車i度を通じて，攻締役(会)を選出するJと
いう前提が崩れてしまうのである。

こうして，経営者が「取締投(会)を選出す

る権力jを奪取してしまう f経堂者支配」状、況
が現実化してしまうのである。言うまでもなく，

Berle/Meansらが提起した最大論点であり，

経営者支配論主流派の前提である。

他方， r (マルクス主義者を含む)経営者支配
論を否定する説=所存者支配論jの方は「株式

の分散jなどは幻想、で，それなりの適切な調査

を行えば，大株主をはじめとする一定のまとま

りを持った所有者集呂がどこかには存在してお

与10〉，後ら企業の法壁的所著者 orそれに準じ

¥者が使用・収益・処分権を続合して持つjという

前提が壊れてしまう。そこで， r会社機関鰐度j
が担保されているわけである。

8) 最近の「コーポレートガパナンスjに関する議

論と同じ内容である。筆者の解釈では支艶論とガ

パナンス論とは再じパラダイムを共有している。

詳しい議論は次種以誇で展開する予定である。

9) いわば， r所宥=支配j という民法上の前提が
崩れる陪題が生じるという意味である。

た株式課有者が支配者として君臨していると考

えるわけである。

これら 2つの説は， r経営者支配Jという状
況認識に関して，一方は肯定し，他方は否定し

ているという意味で対立しているが， r所有=
法律的所在権=株式所有権=支費むという前提

を基礎に，独立変数を「株式保有状況J，従属
変数を f取締役(会〉を選出する権力jとして，

荷者の連動性を想定しているので島る。

すなわち，経営者支配肯定説にしろ，否定説

にしろ，対立しているかのようであるが，株式

会社制痩を前提にしなければ成り立たない議論

であり，両者ともにこのことを基礎した f支配

という現象に関して 概念的に説明するときの

論理構造Jll)で，近代法的な所者権観12)を中心、

に論理展開されている。まさに法パラダイムと

呼べる所以である。

以上の状況を表にまとめ，代表的論者を挙げ

ておくと以下のようになるだろう。

法パラダイム

経営者支配論 所有者支度論

権力の基礎 所有=法穿的所有護=株式罷有権=支配

株式保有比率状況
独立変数

韓式分散 | 株式疑集

徒屠変数
選出権力 (powerto select) 

(権力タイプ)

支配者 専門経営者 l 抹式保持(群)
Berlξ/Means， Larner， B1umberg， Pをr10

代表的論者
Burch， Chevalier， Fitch/Oppenheimer 

Kotz， Scott，出intz/Schw主計Z

異村宏・北票勇・三戸公・西出忠範

10) John Scottの「利益星産状連関を通じた支

重己」概念や Mintz/Sch wartzらの f金融ヘゲモ
ニーJ稜念はここでいう[一定のまとまりを持っ
た房有者集自Jが経営者に及ぼす f権力Jのあり
方を概念規定したものであると言える。

11) 拙著で採用されている「パラダイム」の定義で

ある0

12) 法律的所有権者は対象に対する f使用・収益・
処分j権を統合した支配権を保持するという近究

員法の内容を指している。
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~ 組織パラダイム

「所有と支配j議にはもう一つのパラダイム

が存在する。このパラダイムも法パラダイムの

最大論点、である経営規摸の拡大，株式会社制度

とその普及，それに伴う株式分散，専門経営者

の台頭といった社会経済状況を無視しているわ

けでは当然なく，むしろそれを前提にした議論

となっている凶。

法パラダイムと同様， r所有=支配jである
と考えてはいるが，組織パラダイムにおける

f所有」というの誌[対象に関する占有/実質

的所有jを意味している点、で大きく異なる。

すなわち， r所有二出有/現実的所有=支
配Jという前提で，独立変数を「戦略的地位j
にし，従属変数を「占有権力」という関係が維

持されている c 株式会社制度の普及に伴う「株

式分散j状況は， r占有j状況に対して影響す
る範囲で取り上げられるのであり，法パラダイ

ムのように， r株式保有状況j自体を決定的か
っ最終的な論点だと辻考えていないわけである。

当然，論者によって何をもって f占害状況j

というのかは違ってくるわけだが，戦略的地位

を保有している専門経営者が支配者となるとい

う論理震関自体は維持されている c 組織におけ

る戦略的地位が独立変数となっているという意

組識パラダイム

経営者支配論

権力の基礎 所有=占有(実震的所有)二支自己

独立変数 戦略的地位

従属変数
占有権力 (powerto possess) 

(権力タイプ)

支配者 専門経営者

代表的論者 Burnham， Gordon， Galbrむ也、 Herman

13) このことが影響してだと思われるが，組議パラ

ダイム論者が法パラダイムの一部として議論され

ることが多い。しかし，筆者が掲げたような「パ

ラダイムjの定義からすると，明らかに法パラダ

イムとは違う。具体的な学説の吟味は， r龍谷大
学経営学論集Jで f組織パラダイムの概念講成J
と題してすでに連載している。参照してほしい。

味で組織パラダイムと表現できる。

法パラダイムと同様，組織パラダイムの論理

と代表的論者をまとめると前段のような表となる。

③ 既存パラダイムの脊効点と限界点

ここで詳しく展開する必要はないのでやらな

いが，拙著の事例分析から抽出できた既存パラ

ダイムの有効点と摂雰点をまとめると以下の表

のようになる凶。

¥ 法パラダイム 経識パラダイム

軽営藷資源が橿~Ij分権的に散 載量告的意思設定主体を重力主
パラダ 在していることを指揮可能 捧として指議可能

イムの

有強点
利害集匝+からの護

出宥権力

議点a)(法パラダイム] 議点c)(組議パラダイムl
同亡事憐であっても蒔罵が 重接的に戦略的意思決定書

ずれたりするだけで，同乙 JiI主葬を指摘できるが、義

「開喜権j保持主体である 略的意思法定主体以外の権

のに選出権主を行捜した 力を翠論{どできをい
りしまかった与することを

説理でき会い

論点b)[甚大法パラダイム] 議点d)[拡丈組犠パラダイムi
「権謀の委譲Jを考嘉する 意患訣定を戦略的奇襲域に

捕提で ことで議点引をクリアL， 思定しないことζよって議
きない 「高有権jと関連し辛い謹 点c)をクリアl，多くの
論占 力主捧も委譲された権力で 権力主体を指撞できたとし
あるとして提議可能となる ても，権力関関需をを理論

が，権力需関長を理論1tで 北できをい
きまし、

議点在)

権力が「委譲jされていると解釈しても i論点b)].意思
決定レベルを拡大させても{議京d)].主ぜーどういう基
準で2当該の時盟iこ当詰主体が当該タイプ釘重力を行告で
きるのか，ということの説明ができをい

2.片関説における f所有と支詑」
片時説では「所有と支配jの問題状況をどの

ように理解するのだろうか。 他の「所有と支

配j論の議論と同様，片岡説でも「所有=支

配jであることにかわりはないが，前積で指請

したとおり，片岡説は社会システムに関する認

識として，物象化論・疎外論が哀流として流れ

ている。そのことが f所有j概念に独自性を持

たせることにつ去がっており， r全業の生産諸

14) 拙著から若干の修正を行って引用している。
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関係j概念の導入が影響していることがわかるむ 合労働の総体を形或しており，人間はそのよう

具体的に見ていこう。 な結合労働の総体でもって自然を獲得してい

1) fjifi有j概意の再考 るJ18)0 そして，これら一連のプロセス全体を

片詞物象化論・諌外論から言えば，既存支配 汗士会システムjと考えているのであった。

議における「法パラダイムの問題状況 (Berle/ 争 f所宥=所壱行語=支配j論の提程

Means系統の議論にせよ マルクシストの議

論にせよ)Jは「所有jを法律的関面でしか解

釈しない「法物神j的発想であり，それが支配

論の問題状況を(狭く)限定してしまっている

と考える160 では片障は「所有jという用語で

どういう「具体的状況jを捉えようというのだ

ろうかc。社会システムに関する認識，再論
先iまど指摘したとおり，片岡 f所有j概念の

具体的内容を検討するには，片岡の社会システ

ム認識をおさらいしておかなくてはならないc

まず，片詞は社会システムの竪史を f自黙史

部過桂jとして位置づけるのだった。社会史

(社会的自祭)を自然史との河ー性と差異性と

で捉えることで，社会史が持つ特殊運動法員uを
考察する。

そして， r社会的自然jの種差性は，人間が
労働を通じて自然に対して動きかけることで

(=生産)，第二の自然である「震史・社会・文

化」を形成・発展させる点にあり 15)，7人間存

在にとって基本的な必要事であり条件でもあ

る」人間労働を通じて，自然と社会とは相互に

浸透し，社会史が(相対的に)独自に分化・生

成・展開しはじめると考えるわけである17)。

すなわち， r対象化された過去の労働につぎ
つぎと生きた労働を結合するという形で，対象

fとされた労動と生きた労動との全体社会的な結

15) 片間が『現代企業の房有と支配:株式所事論か
ら管理的所有論へ』白桃書房， 1992年で批判対象
としているのは，法パラダイムの議論である。以
下， r所有と支配』と表現する。
16) 篠悪三郎，片岡信之 f批判的経営学j詞文館出
競， 1972年， 245頁を参照。以下， r批判jと表現
する。
17) 片同信之 f経営経請学の基礎理論:唯物史観と
経営経済学』千倉書房， 1973年， 4頁を参照。以
下， r基礎理論jと表現する。

以上のような社会システム認識を持った片間

にとって， r所有Jr支配j穣念によって，どの
ような状況を指示しているのかというと， r本
源的には，所有とは生産と同一jであり， r所
有」と泣「特定の社会形態のもとでそれを媒介

として自然を獲得することであり，そのことに

よって，人が物に対して自Eの物として関係行

為をもつことjすなわち「所有行為Jと呼べる
「具体的状況jを意味し， i支配jとは f人間が
外界の自然に対しでもつ占有 e使用・処分と

いった包括的支配(意思的支配)Jという「具
体的状況Jとなる。なお，ここでいう f意恵的
支配というのは，単に観念の上でのことではな

く，現実にわがものとする能動的獲得仔為(活

動)ことjをいうゆ)。

したがって，片詞も，組の論者と河援，確か

に「所有=支配Jと考えているわけであるが，
砲の論者とはかなり違い，それは片間なりの社

会システム認識を前提にした上記のような「其

律的状況」を指しているのであり， r所有=所
有行為=支配Jなのである D
しかし，このままでは「人間の自祭獲得行

為jということを言っただけで，毒まりに一般

的な内容過ぎることは自明である。そこで，

f占有Jr意思決定j概念を媒介概念として追揺
し， r所有行為」がさらに具体化されることに
なる。

まず，片岡は「占有」を f物がある人の支配
領域に事実として物理的に属している状態j拘

f物がある入の実費的支配のもとにある状態で

あって，それがどのような権利関係に基礎づけ

られているのかを問うことなく，とりあえず，

物に対する支配の現状を尊重し，物的秩序の維

18) r基礎理論J17頁から引用。
19) 以上すべて『所存と支配j14頁から引用。
20) r所有と支配J14夏から引用。
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持をはかろうとする趣旨で認められる概念J21) 社会システムの話であるむ「持定の社会形態j

とし. I所有行為jの f下位概念jと捉えているむ を限定するためには， r一定の仕方による活動
そうすると，耳龍性としては.r所有行為j の交換J= i生産関係jを特定化しなけれiぎな
と「占存」が一致する場合，不一致の場合，対

立する場合がありえることになり， r所有行
為」が形式的・法律的意味に還元されて理解さ

れるき艮裂を生み出すというお。

さらに，吉田民人の「所有=意思決定j論が

活用されるc すなわち，吉田は「所宥現象jを

提えるに際して，所有主斧，所右客体，所有内

容を考え，所有内容として「意志決定j概念を

f吏う。

そうすると， I所有現象」は「一定の客体へ

の一定の関孫行為をめぐる一定の主体の一定の

社会的に自律的・実勢的な意思決定の可能性j

として捉えられ， r所有Jと辻「ある恒人また
は集団的な主体が，ある客体に対して，他の主

体から簡約されず，つま司自穿的に，ある関係

行為をなしうる関保Ji客体に対する一定の自
律的な関係行為の可能性の集合jとなり，それ

が現実イとした現実警は「現実の関孫行為のそのも

のj となり， r管理Jと把握されるのであるお凸
2) p}y有行為としての個民資本運動

これまでの議論は円士会システムJ~こ関する
認識であり，いわば「入閣による自然獲得行

為」論であった。すなわち，全人類史において

存在した「社会システムjすべてに共通する議

論であち， r特定の社会形態Jを限定したわけ
でもなけれぜ.r留別資本レベル」の議論でも
なかった。

① 物象化議・諌外論

これも前稿で指摘したことであるが，片詞説

は社会システム認識として「物象化論・諌外

論」を基礎にしている。

物象化論・疎外論は社会システム一般に関す

る議論ではなく， r特定の社会形態Jにおける

21) r所有と支配j112夏から51用。
22) r所有と支配J15頁を参照。法パラダイムの理
論的蔀提が，片寓 f所有行為j論からいうと，い
かに設定的会ものかを示している。

23) 以上引用笛所はすべて『所有と支重出 17頁から。

らない9

すなわち， rある特定の生産関係jという条
件下では，労働主体と労動生産物が対立的な関

係に去ってしまう状況(=疎外状況)が起きう

ると考えられており，このような条件を「人爵

関係の物化=物象化jとし，人関が「物象イヒさ

れた状況」を統制するのではなく，逆に「物象

fとされた状況jの方が人間を規制するようにな

ると捉えるのであるく物象の人搭化)。

さらに限定して，労動力までが高品化した資

本市立社会システムを考えた場合，疎外状況はさ

らに詩殊な状況を呈するc 資本部社会システム

では，市場を通じた「活動の交換Jによって，社
会的生産が達成されることを意味し，このような

「特殊な物象的依存構造jを持つ社会システム

では，物象的相互荻害関孫によって生み出され

る「資本運動jが人間の活動を制約・規制・支

配する特殊な蔑外状況を生み出すのである24)。

労動力商品は「契約過程jでは自由な市場取

引に過ぎないが，その「支出過程jにおいては

企業が債権を持ち 企業に命令権・支配権があ

る。すなわち，諸労働力の清費過程は資本価電

の一現存様式であり，資本運動の生産力なので

ある25)。

以上のことから，資本制社会システムにおけ

る f所有行為jというのは，資本運動として現

実化すると言える。

~株式会社鰯度;個到資本運動の分化

以上までの議論は，社会的自黙の特殊形態で

ある資本能社会システムiこおける所有行為のあ

り方であり，所有行為は資本運動として現実fと

するのだったc しかし，企業レベルの議論では

ない。いわば経済学のレベルの話である260

24) r所有と支書記j 6 -7頁を参照。
25) r所有と支記.]110買を参照。
26) この部分における議論が批判的経営学説におけ

る個到資本規定iこ関する論争の中心であった。詳

しく辻蔀稿を参損してほしい。
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では， (経営学で扱う〉企業における「所有

と支配j状況はどのように理論裏需できるだろ

うか。蔀稿で指摘したとおり，片岡には独自の

社会システム認識を基礎にした独自の「倍到資

本規定jがあり，それが「所有と支配j状況で

具体的に展開される。

片岡にとって，社会システムレベルの「生産

諸関孫jによって生み出される運動法期「資本

運動」辻，より具体化された企業レベルにおい

ては「金業の生産諸関係jによって生み出され

る運動法賠「彊加資本運動jとして， i栢対的
独立性jの観立から把握されるのだった。

まさにこれこそが経営学の萌究対象とされる

のだった。すなわち，企業レベルに生産関孫を

認めることに片関の個別資本規定の特設があっ

たわけである問。

では， i株式会社制度jの導入は「所有行為

としての儒別資本運動」にどのような影響を与

えるのだろうかD

株式会社の説度的特徴の笛所で指摘したとお

り，株式制度・有限責任制度の導入は f所有の

二重化jを引き起こし，さらに自由譲渡原則の

導入によって，会社鴬産とは関係なく，株式が

株億を独自に擬制的に形或することになる 9 企

業内で機能する「現実資本j運動とは却に，配

当を平均市場利子率で割り引いた f擬制資本j
運動が形成され，独自に運動することになる280

すなわち，株式会社制震の導入は髄別資本運

動が現実偲別資本運動と援制個別資本運動とに

分化して，二重化するのである到。

こうして， i所春行為jも鋼部資本運動の二

重化に連重きして二重化すると考えられるのであ

る。すなわち，擬制信加費本運動としての f法
律的所宥行為jであり，現実情別資本運動とし

27) r生産=労働の対象化jであり， r生産関保」は
「活動の交換Jなのである。したがって，企業内
の組識にしろ，管理にしろ，活動の交換プロセス
のー契機であると捉えることができるのであった。
詳しくは前稽を参照してほしい。
28) r所有と支宜j49頁を参照。
29) r所有と支配j53夏を参照。

ての f管理的所有行為jである c

@ 片関 f会社自体j裂の意味内容

では，法穿的所有行為と管理的所有行為が意

味する具体的状況はどういうものなのだろうか。

まず， i法律的所存行為Jの場合，実際的に
は f株式保有者が保持する行為jである or株
式保有者総会J30)は最高意思決定機関とされる
が，それは法制震上の規定であり，あくまで

fなし得る可能性jでしかない。
すなわち， i実際にやっている行為J31)としては

a)使用・収益・処分といった物に対する全

冨的物権とはかけ離れており，経営管理

という業務執行権は存在しない

b)分割された社員権である株式(の一部〉

を保有しているに過ぎず，擬制資本を講

成しているに過ぎない

c)株式の取引というのは現実資本(会社慰

産)の売買ではなく，あくまで「収益請

求権jの売買でしかない

というのが実'請で，億人資本とされる「社漬j

と比較したとき，社債の証券化が進行し，株式

利回りが平均利子率に接近している状況では，

実実的に f株式jとの類似性が増しているとい
うお

他方， i管理的所有行為jの場合を考えてみ
ると個人企業・人的会社レベルであれば，資

本家ないし企業家治守呈っている「所有行為Jを指
すむけであるから，経験論的にも理解しやすい。

しかし，株式会社全業の場合，資金調達の巨

額化に連動した経営規模の巨大化で，現実姻部

資本運動が碍罰的にも空罰的にも f組織化jさ
れることになる33}D

すなわち，

30) 一般的には f株主総会Jと表現されているもの
である。
31) r所有と支配J54頁.56頁を参照。
32) r所有と支艶J59-61頁を参照。
33) r所有と支配j86頁を参照。片岡の立場から言
うと，現実資本が私的所有権の枠組みを否定した
ことにはならないし，資本運動が否定されるわけ
でもない。事態は逆で，資本運動の講造的規定性
から支配現象を読み解こうという意菌である。
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a)企業家利潤から企業利潤へ，総資本利益

率重視へと推移する額向

b)内部金融傾向の定着とそれが巨語化する

傾向

c)創業者利得が株式プレミアムとして内蔀

化される額向

d)株主の軽視・外部利害集団化傾向

e)法罪的レベルの機関構造(株主総会，取

締役会など)と企業自体の経済的レベル

の講造(現実資本運動の構造化された協

働体系)との分離傾向

f)経営菅理暑の量的増大と自律的支配力の

強化される傾向

g)所有権の多元化領向

h)意思決定の組織化傾向

などを列挙し鉛，これらー達の管理的所脊行為

の主体を f会社自称jと表現し，その自律化積
向を指請しているc

金業における経営組織・管理活動や過程とい

うのは.r全業による自換の獲得=所有jであ
り.rその上に立つての企業による剰余倍値の
獲得=所在であるという，所有活動そのものな

のである(所有としての管理)J35)。まさに人間

の自黙護得行為が諌外された形意で実現してい

るといえる。

「所有行為jは「占有JI意患決定j概念を
使って藷綴化されるのだった9 戦略的意思決定

過程を考えたとき，日本でもアメリカでも取締

役会というのは決定機能も果たさず，形骸化し

ており，実際は立案は「各部課」レベル，審議

辻 f常務会Jレベル，採択は「社長ないし取締
役」レベルが宥っているという 36)。

さらに，よち詳細に意思決定過程を追接する

と，個人企業・人的会社では完全包括的傾向を

持っていた意思決定が，現代企業では各レベル

の従業員に分割されており，これは「各芳{勤者

は畠分に与えられた費任と権限の範囲内では一

定の自律性をもちつつ行動してJおり， r各労

34) r所有と支配J80-107頁， 110-111頁を参照。
35) W所有と支配J111頁から引用。
36) r所有と支配J99-100頁， 102頁， 104頁を参照。

留者は一定の範冨内の意思決定・管理を事実と

して掌握しているのであって，その摂りにおい

て，それを占有し，所有しているj37)ことを意

味し，管理的所存行為が靖綾化されるのである。

こうして，現代巨大企業における支配は，個

人全業・人的会社レベルの f入務的支配から物

象的連関の中での・物象的強制による非人格的

支配」へと変化したとされるのである強。

最援に片岡説を以下のようにまとめておく G

片関説における「所有と支~èJ

「会社自体j論

権力の基礎 所有=所有行為=支詑

独立変数 悟到資本運動

擬制倍弱資本運動 ; 現実留別資本運動
従量変数
{権力タイプ)

ーーーーー 一一ーーーー 一一 -1-ーー' ーーーーーー ーーーーー

法樟的所害行為 ; 箸理的所有行為

(選出権力) : (占有権力)

支配者 物象的強制(彊別資本運動)による非麗人詩支配

3) 骨詞誌の到達点

片岡説における「所有と支配J議ははじめに
掲げておいた「所有と支配jの問題状況をどこ

まで把握させてくれたのだろうかc ここでは，

片岡説の到達点を吟味したいむ

まず，既存理論における法パラダイムでいう

f所有=法律的所有権=株式保有権=支配jと

いうのは，片詞説における f所有行為jの法律
的髄直にだけ摂定した議論であり，人関の自黙

獲得行為全体の非常に限定された部分しか理論

イヒできていないことになる。

また，マルクシストに多い「所有者支毘論j

は法パラダイムのもう一つの側面であるが，こ

の学派の議論は当時のマルクス主義の通説(ス

ターリン主義〉である「所有関孫=生産手段の

所害関孫jを前提にしており， r生産諸関係j

37) r所有と支配J106頁から引用。
38) r所有と支雪ej122頁を参類。会お，ここでいう
「人格化」は「物象の人格化」というときのそれ
とは違って， I属人的jというという意味であり，
したがって， I非人搭1tJは f非麗人的=組識
的jという;まどの意味である。
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のなかで「所存関係Jを決定的に重要だと考え としているむ

ている3針。いわば， r資本家Jは「生産手段の しかし， r管理的所有行為J概念で理論化し
法律的所有権者jだから「支配者Jだという常 ている異体的技況誌組識パラダイム論者のそれ

識的議論である40)c と同t;である。「占有J概念を活用しているこ
以上のように片関説と法パラダイムと比較

した場合，法パラダイムの中核的論点である

f選出権力のあり方Jは f法律的所有行為jの
異体的内容として解釈される。片障が法パラダ

イムの論点が f選出権力のあり方Jだと明示し
ているわけでiまないが，たとえば，いわゆる

f機関による株式保有Jを基本的には「ウオー
ルストリート・ルールJと捉え，たとえ介入す
るとしても， I株式投資収益率目的との関連か
らのかぎりでの影響力行使であり，現実資本

〈会社)における継続的一貫的包括的な意思決

定や管理(利潤獲得=所有活動)の支配ではな

いJ41)といった表現などから，法パラダイムの

論点の原界を捉えているといえる。

次に，経識パラダイムでいう「所有=占有

〈現実的所在) =支配Jというのは，片岡説に
おける f管理的所有行為jの測面を理論化した
議論であり，法パラダイムに比べれば，直接的

に支配状況を理論化していると考えられてい

る42}c

片岡が実際に著作において f組織パラダイ

ムJの系統の論者に関する批判的吟味をしてい
るわけでは会い。どちらかというと「所有と支

配j論の主流派である法パラダイムを批判対象

39) r基礎理論j25-26頁を参照。言うまでもなくス
ターリンの所有議であり，この狭い所有関係を類

型化することで，非常に彰式的・硬童的な歴史発

展段階誌を展開したわけである。歴史学の到達点

から言って，とても支持できる代物ではない。

40) 法パラダイム的発想、では f資本家や労鋤者は，
資本や労賃という物象が個々人に灘印する一定の

社会的性揺を体化・人格化した存在J(r所存と支
重己j 9頁から引用)といった「人格fと」の発想、は
生まれようがをいわけである。

41) r所有と支配J125頁から引用。
42) 法津的所有行為と管理的廃有行為とを比べた場
合，後者の方が全業支配論にとってはるかに重要

な意義を持つと指摘している。 f所有と支重己J107-
109頁を参照。

とからもそれ詰うかがえるし，実際， r管理的
所有行為Jr占有Jr意思決定」擁念を活用する
ことで，既出した表の「拡大組織パラダイムj

と同じ到達点、を獲得できている。

では，片詞説の到達点は既存パラダイムの言語

点を「法律的所有行毒」と f管理的所有行為j

とで折衷的に取り込んでいる点にあるのかとい

うとそうではなし弘前稿から見てきたように，

片鴎説は社会システムに関する物象化論・疎外

論を基礎に議論を展開している。

すなわちγ資本制社会システムでは，物象的

荻存構造によって生み出される「資本運動Jが
人間主捧を「規制Jしているのであり，物象化
論・諜タト論→社会的生産関係→糞本運動→企業

の生産諸関係→儒到資本運動→人格4ピ3)という
其体的展開の中で，信別資本運動を所有行為と

して捉えている。

したがって，法律的所有行為と管理的所有行

為とは折衷的に捉えられているのではなく，あ

くまで短期資本運動の分化形態として統一的に

把握される o r経営者支配現象j も個~Ij資本運

動としての所有行為のー契機として説明でき必，

f専門経営者」の本震規定も現実資本自体が要
請してくる効率的運用者として抱握されるお)わ

けである。

3.構造的支配一権力パラダイムにおける

f所有と支配j
これまでできるだけ忠実に片詞説の内容を追

跡し，再構成してきた臼あらゆる学説がそうで

あるように，片陪説にも銀界点が存在する。

43) ここでいう「人格化j概念は f資本家や労動者
ti，資本や労賃という物象が個々人に刻印する一
定の社会的性格を体化・人格化した存在jという

意味である。『所有と支配J9頁から引用。
44) r所有と支記.!13頁を参照。
45) r所有と支配j11頁を参照。
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単に摂界点を指摘することも可能であるが，

そのルートはとらず，まず，構造的支配-権力

パラダイムの援要を方法論をふまえて欝単iこ振

り返った上で， i所有と支配jという個別領域

における，片間説と構造的支配-権力パラダイ

ムによる「説明力の差」を明示する。

そして，その個別領域における差がどういう

理論的内容の差から生まれているかを吟味し，

片岡説の限界点と構造的支配-権力パラダイム

の到達点を明確にしたいと患う。

1) 講造的支定一権力パラダイムの方法論的立場

構造的支配-権力パラダイムの概要をいきな

り説明するのも可能で、あるが， i構造的支配j

概念における f構造j概念は非常に特殊な意味

で使われている。それを理解するには講造的支

詑-権力パラダイムの方語論的立場である

Critical Realism C以下， C豆と表現)を振り

返っておかなければならない46)G

①既存パラダイムと方法論的立場

CR'主従来の科学的説明様式である Empiric-

al Realism (以下， ERと表現)を批朝する形

で出てくるが， i所有と支配J論における既存
パラダイムは存在論的前提としては ERに依

拠しているG

ERは二審領域論であり，存在は f事象的

領域 Cactualdomain) J47)と「経験的領域

(empirical domain) J48)から構成されると考え

ている。そして，この存在論的前提を基礎に社

会理論を類型fとすると. i下方還元モデルJ49)

f上方還元モデルJ50Ji中間還元モデルJ51lが挙

46) 当数，ここでは必要な範留でエッセンスだけ触

れるだけである。詳細は拙著第 l琵第2章を参揮

してほしい。

47) 人関が経j験しているかどうかは別にして，ある

事象や状況が実際に起きている領域のこと。

48) 直義的にしろ詞接的にしろ人間が当議「事象j
を実緊に経験している経験や印象という領域の
こと。

49) 1社会jを「恒体jの総和であると説明する立
場で，存在論的には社会原子論，方法論的iこは彊
体主義となる。すなわち， 1社会j現象を説明する
ときには，常iこf倍体Jに還元し，円士会」は 11固
体jの行動の単なる総量的結果でしかないとする。

げられる。

上記のことを前提に 二つの畏存ノfラダイム

の方法論的立場を考えてみると，二層領域論を

前提にした下方還元モデルであることがわかる D

法パラダイムであれば， i所有=法響的所有

権=株式保有権=支配jであったから，当該全

業の「法律的所有権(その派生形態としての株

式所有権)Jに関する事象と「支配jに関する

事象とが「事象的領域」で連動すると君、定して

いる。

位方，組織パラダイムであれば， i所有=誹

組的占有/現実的所有=支配Jであるから，当
該全業の iC地位の)出有jに関する事象と
f支配jに関する事象とが「事象的領域jで達

動すると想定しているわけである。

{② 存在の三層領域論;実在自主領域の設定

既存パラダイムと違って，構造的支配-権力

パラダイムは存在を二層領域ではなく三層領域

と考える〈超越論的実在論52))。存在論的に事

象的領域より f深い層 (deepdomain) Jを
f実在的領域 (realdomain) Jとして設定し，
f事象的領域jで起きる出来事を，背後で「支

配/1足進 (govern)Jしている「構造 (structure)J 
f力 (power)J iメカニズム (mechanism)J 
「傾向 Ctendency)Jといった作用が働いてい
る領域が存在すると想定するのである。

また，三つの領域は存在暑が異なっており，

f実在的領域jは残乃二つの領域の f必要条

件jを形成していると想定する。

以上のような存在論的前提で辻，事象的領域

50) 下方還元モデルとは逆で，存在論的には社会実

体論，方法論的iこは総集主義である。すなわち，

汗士会」現象を説明するときには，常に f社会実
鉢or実体としての社会関係Jに還元し， 1酒体j
iま f実体」の単なる担い手に過ぎないということ
になる。デユルケーム的社会実体論に典型的に見
られる。

51) 二つのモデルの中間的立場で， 1社会」と円囲
体jとはある再一体の二つの劉匡であるとし，

円士会jは f個体」を生み出すと同時に 11国体j
も「社会Jを生み出すと考える。
52) Transcendental Realismの訳語。以下， TRと
表現。
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実在的領域

T豆

ER 

G:v<三>EV
くご現実イとした力士〉

事象的領域

で発現する個別の「事象jというのは， (ある

砦定の「力jを持った「関係Jを内在化させて
いる)r構造Jが，ある特定の条件によって，
ある特定の「メカニズムjで一定の「傾向性j

をもって表出した「作用する力jが重なり合い，

合成的した結果であると考えるわけであるむ

TRとERとの比較図は上記の通りである53)。

③ f社会構造jと f人罰主体Jの茜果的作用

形態

T豆の三署領域論は自黙科学と社会科学との

類似性に焦点を当てた議論であった。 TIミの

立場を社会理詰に適用した場合， TMSA 

(Transformational Model of Social Activ-

ity) モデルが生み出される54)0 r社会Jr個
体jのどちらにも還元できないとする立場であ

る55〉a 両者ともに一定の自律性を持ち， した

がって，ある再一体の二つの劉面ではないこと

になる。時間的経過の中で， r形態変動」を繰
り返していく。

詩間的先行性

T豆でいう f構造jは，社会的領域において

53) 比較国は拙著第 1蔀から引用。

54) TMSAモデルの匿は描著第 1部から引用。

55) 単に下方還元モデルと上方還元モデルとを折衷

しているわけでほない。社会構造と人需主体と丹

絡み合い，相互浸透を重視するわけだが，そのた

めに辻 f社会構造」と「人間主体」をどう概念化
し，その絡み合いをどのように説明するのかが重

要になる。

経験的鎮域

は f社会構造jとして存在すると想定されるむ

いかなる値入も自らの社会生活を円滑に行うた

めには「先行する一定の社会過程Jを通じてし
か達成できない。すなわち，人間は自らの再生

産を有うためには，生産諸手段やそれに関連す

る知識や協働や分業関係等といった， r人間主
体が自らの居場所を見つけ，自らの目的を達成

するために活動する ある特定の社会関係を内

在させた社会欝造jを所与として科用せざるを

得ない。そういう意味で f人爵主鉢jは「社

会構造jなくして理解できないc

以上のことから，第一の特徴として， CRで

は社会構造と入関主捧との関係を考えるとき，

f時罰的側面jを組み込んでおり.rある特定の
詩間的条件下で，過去の人間によってなされた

諸活動の産物という意味において，あらかじめ

詩需的に先行して形成されている社会講造に，

人間は董面するjと考えるのである。

このことは，社会構造が，人間主体に還元で

きないという意味で，相対的に自律性を持ち，

それ自体 f創発的jで，因果的作用を入構主体

の行動に与えると考えているわけである。

主体依存性

しかし他方で，社会構造は人間主体に「完全

に依存jしている。社会講造は，告発的に行動

をするわけではないという意味で，それ岳体で

一定の実体を持っているわけではなく，人間行

動を通じてしか自らの形態を維持・再生産でき
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ない。この特識を掴んでおくことで，社会講造

を「実体化 (reificationりすることが回避さ

れるむ

この「主体依存性jという特質は，社会構造

の実在住のあり方に特殊な性質を与える。すな

わち，社会構造は主体的実体を持つわけではな

いことで， I亘接的に (perceptualcriterionは
それ自体が実在性を表出させるのではなく，社

会樟造が持つ「因果的作用の効果/結果Jが
「人間主体jを通じて表出されることを感知す

ることによって (causalcriterion)，その「実

在住」を証明する。

換言すれば，社会構造は亘接的に観察できる

わけではないが， r因果的作用が生み出した結
果・効果Jを惑知することで，因果的作用を持
つ社会講造は単なる理論的な構築物でもなけれ

ば，主体性を持つ「実体jでもない，実在的領

域で実在すると考えるわけである。

選択方・意思決定力

このように， CRにおける社会構造の実在性

には特殊性がある。このことは「人間主体jが

無提されることなく，その「自律性〈創発

tE)Jは人間主体の「選択方・意思決定力」と
して担保されることを意味する。

すなわち，事象レベルで惑知できるのは人間

主体の選択方・意思決定力であり， I別の選択

をすることで別の効果 or結果を生み出すこと

ができたjという意味で，人間主体には自罪性

が担保される。社会講造は単なる f必要条件j

を提供しているだけであり 当該の人間主体の

選択力・意思決定力によって，具体的な事象は

変化するのである G

以上のことより，人間主誌は，自らの選択

力・意思決定力によって，言らの意匿を実現す

ると同時に社会構造の実在性を表出させ，ある

事象のより具体的形態を規定する力を保持して

いるわけである c

@ INUS条件と τMSAモデル

こうして T立SAモデルの具体的内容を提起

することができる。従来の主意主義的会下方還

元モデルでもなけれ式構造主義的な上方還元

モデルでもない，社会構造の「再生産と変形j

と人間的主体の選択力との合成を中心としたモ

デルである {τMSAモデルの図は上記入

人間主体は，自らの目的を達成するための意

図的/意識的活動によって社会構造を作り出す

わけで誌なし先行する社会構造を，行動する

上での「必要条件」として利用せざるを鐸ない
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INむS条件

EEヨ・・属国圃・璽・・E彊圃

4 
;亙m

作用する力
(exercised power) 

社会構造は，人間主悼の選択や意思決定とい

う力をそれ自体で探持しているわけではないが，

人間主体の「護在的な力jが発現するための必

要条件を提供するという意味で，自らの「讃在

的な力jを人爵主体の n蓄在的な力jと合成さ
せて， i作用する力jを生み出すむ以上の説明

における「社会構造jは，まさに民US条件を

溝たしているといえるだろう。

最設に INUS条件の概念国を上記に掲げて

おく。

(受理 2007年初完 2日)

関面が脊在するのであった。

そのような意味で 人間主体の具体的な活動

を通じて，社会構造は「再生産・変形・修正」

される。社会構造辻 IINUS条件」を、満たすと

いう意味で，函果的作用を保持した実在である

と概念化される。

ここでいう IINUS条件j部)とは以下のよう

な条件を満たす存在をいう。

すなわち， r困果的作用を保持するj とは，
その存在自体が力を保持している場合だけでな

く， rある特定の社会事象の生成・出現にとっ
ては十分条件となっているような諸条件うち，

必要条件の部分」も含まれる。

56) !INUS条件j については. John Mackie， 
"Causes and conditionsぺInMyles Brand (ed.)， 
The N ature of causation， U rbana， U niversity of 

I1linois Press， 1976， p.309を参畏せよ。


